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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 

  
第80期

第１四半期 
累計(会計)期間 

第81期 
第１四半期 

累計(会計)期間 
第80期

会計期間 

自平成21年
２月１日 
至平成21年 
４月30日 

自平成22年 
２月１日 
至平成22年 
４月30日 

自平成21年
２月１日 
至平成22年 
１月31日 

売上高（千円）  7,784,251  7,467,087  27,343,267

経常利益又は経常損失（△）（千円）  384,531  399,594  △79,324

四半期純利益又は当期純損失（△）（千円）  210,600  208,630  △458,043

持分法を適用した場合の投資利益（千円）  －  －  －

資本金（千円）  3,737,467  3,737,467  3,737,467

発行済株式総数（株）  36,692,267  36,692,267  36,692,267

純資産額（千円）  11,468,544  10,894,191  10,810,047

総資産額（千円）  18,240,262  19,083,964  20,649,782

１株当たり純資産額（円）  315.57  300.33  297.48

１株当たり四半期純利益又は当期純損失金額（△）（円）  5.79  5.75  △12.60

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円）  －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  4.00

自己資本比率（％）  62.9  57.1  52.3

営業活動によるキャッシュ・フロー（千円）  3,332,325  3,931,943  312,581

投資活動によるキャッシュ・フロー（千円）  △2,494,404  △1,320,120  △2,437,306

財務活動によるキャッシュ・フロー（千円）  △183,906  △681,347  2,070,208

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円）  1,336,655  2,558,600  628,124

従業員数（人）  860  847  842
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 当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

  

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年４月30日現在 

従業員数（人） 847  (1,413)
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(1)生産実績     

 当第１四半期会計期間の生産実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．生産実績は販売価額相当金額で表示しております。 

        ２．干菓子群、洋生菓子群にはその他菓子群製品及び半製品が含まれております。 

３．他に他社製品仕入実績が仕入金額で 千円（前年同期比88.5％）あります。 

４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

５．干菓子群の生産実績の減少は、チョコレート製造機能の西神新工場への移行に伴う生産時期のずれによ

るものであります。 

(2)受注状況 

 当社は見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

(3)販売実績 

 当第１四半期会計期間の販売実績を事業部門別商品群別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

  

 当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

  

   

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

区分 
当第１四半期会計期間

（自 平成22年２月１日 
 至 平成22年４月30日） 

前年同四半期比 
（％）  

干菓子群（千円）  2,166,456  77.6

洋生菓子群（千円）  1,782,678  99.2

計（千円）  3,949,134  86.1

297,386

区分 
当第１四半期会計期間

（自 平成22年２月１日 
 至 平成22年４月30日） 

前年同四半期比 
（％）  

干菓子群（千円）  5,302,465  95.3

洋生菓子群（千円）  1,659,094  96.2

その他菓子群（千円）  79,026  91.3

菓子部門計（千円）  7,040,585  95.5

喫茶・レストラン（千円）  426,501  104.2

合計（千円）  7,467,087  95.9

２【事業等のリスク】
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     当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

   

(1)業績の状況      

 当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、中国を中心とした海外経済の回復や政府の景気対策の効果など

により一部に景気回復の兆しが見られたものの、設備投資の抑制や雇用情勢の不安から個人消費の回復までには

至らず、厳しい状況で推移いたしました。  

このような状況のもとで、当社はお菓子を通して心豊かな生活をお届けすることを基本姿勢とし、商品の開

発・改善により売上向上に取り組むとともに、「すべてはお客様の笑顔のために」を基本とし、安心、安全かつ

高品質な商品をお客様に提供し続けることに注力いたしました。  

 売上高につきましては、半生菓子は引き続き好調に推移しましたが、バレンタインデー商戦は曜日巡りの影響

もあり、計画を下回る結果となりました。個人消費の冷え込みが続く中、デイリーユース向けの洋生菓子も低調

に推移し、当第１四半期会計期間の売上高は 百万円（前年同期比4.1％減）となりました。  

 損益面におきましては、減収に加え、西神新工場の設備投資に伴う減価償却費の増加などがありましたが、人

件費、経費の圧縮などにより、営業利益は 百万円（前年同期比6.2％増）、経常利益は 百万円（前年同期

比3.9％増）、四半期純利益は 百万円（前年同期比0.9％減）となりました。 

   

(2)財政状態 

 当第１四半期会計期間末における総資産は前事業年度末に比べ1,565百万円減少し、 百万円となりまし

た。資産の増減の主なものは、有価証券の増加額1,600百万円、現金及び預金の増加額1,330百万円、受取手形及

び売掛金の減少額2,945百万円、商品及び製品の減少額1,577百万円であります。負債は前事業年度末に比べ

1,649百万円減少し、 百万円となりました。これは主に長期借入金の増加額602百万円、支払手形及び買掛

金の減少額1,245百万円、短期借入金の減少額1,132百万円によるものであります。純資産は前事業年度末に比べ

84百万円増加し、 百万円となりました。これは主に利益剰余金の増加額305百万円、土地再評価差額金の

減少額242百万円によるものであります。  

   

(3)キャッシュ・フローの状況 

 当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ1,930百万円増加し、当第１四半

期末には 百万円となりました。  
 当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少、たな卸資産の減

少、仕入債務の減少等により、 百万円の収入（前年同四半期会計期間は 百万円の収入）となりまし

た。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形及び無形固定資産の取得による

支出の増加、定期預金の預入による支出の増加等により、 百万円の支出（前年同四半期会計期間は

百万円の支出）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第１四半期会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入、短期借入金

の減少等により、 百万円の支出（前年同四半期会計期間は 百万円の支出）となりました。  

    
(4)事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(5)研究開発活動 

 当第１四半期会計期間における研究開発活動の金額は、91,474千円であります。 

 なお、当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

7,467

402 399

208

19,083

8,189

10,894

2,558

3,931 3,332

1,320 2,494

681 183
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(1) 主要な設備の状況 

 当第１四半期会計期間における主要な設備の売却は次のとおりであります。 

  

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

  

第３【設備の状況】

事業所名 

(所在地) 
設備の内容 

帳簿価額(千円)

従業員数 

(人) 建物及び 

構築物 

機械装置 

及び運搬具 

土地 

(面積㎡) 
その他 合計 

神戸御影工場 

（神戸市 

 東灘区） 

干菓子 

生産設備 
－ －

 462,716

(4,249)
 －  462,716 － 
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。   

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  120,000,000

計  120,000,000

種類 
第１四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成22年４月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年６月11日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  36,692,267  36,692,267

大阪証券取引所 

東京証券取引所 

各市場第一部 

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は

1,000株であります。 

計  36,692,267  36,692,267 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減（株） 

発行済株式総
数残高(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金増
減額(千円) 

資本準備金残
高(千円) 

平成22年２月１日～ 

平成22年４月30日 
－  36,692,267  －  3,737,467  －  3,918,352

（６）【大株主の状況】
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 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年１月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。 

  

①【発行済株式】 

平成22年４月30日現在

  

②【自己株式等】 

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部によるものであります。 

  

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

（７）【議決権の状況】

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式       353,000
－ 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式    35,772,000  35,772 同上 

単元未満株式 普通株式       567,267 － 同上 

発行済株式総数  36,692,267 － － 

総株主の議決権 －  35,772 － 

  平成22年４月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

モロゾフ株式会社 
神戸市東灘区御影本
町六丁目11番19号  353,000 －  353,000  0.96

計 －  353,000 －  353,000  0.96

２【株価の推移】

月別 平成22年２月 ３月 ４月

最高（円）  298  308  307

最低（円）  282  295  295

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期累計期間（平成21年２月１日から平成21年４月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則

に基づき、当第１四半期会計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

22年２月１日から平成22年４月30日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期累計期間（平成21年２月１日から平成

21年４月30日まで）に係る四半期財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、当第１四半期

会計期間（平成22年２月１日から平成22年４月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年２月１日から平成22

年４月30日まで）に係る四半期財務諸表については、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けており

ます。 

 なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツ

となっております。 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。  

  

  

  

第５【経理の状況】
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年４月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,858,997 528,074

受取手形及び売掛金 1,625,878 4,571,411

有価証券 1,700,422 100,049

商品及び製品 531,890 2,109,432

仕掛品 372,365 244,637

原材料及び貯蔵品 387,204 332,761

その他 647,434 443,041

貸倒引当金 △6,600 △18,000

流動資産合計 7,117,593 8,311,410

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 3,219,423 3,267,981

土地 3,766,452 4,229,168

その他（純額） 2,614,860 2,421,514

有形固定資産合計 ※  9,600,736 ※  9,918,664

無形固定資産 107,555 114,984

投資その他の資産   

投資有価証券 1,342,895 1,286,678

その他 915,483 1,043,044

貸倒引当金 △300 △25,000

投資その他の資産合計 2,258,078 2,304,723

固定資産合計 11,966,371 12,338,372

資産合計 19,083,964 20,649,782
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年４月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年１月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,581,601 2,826,995

短期借入金 2,051,300 3,184,200

未払法人税等 348,244 75,957

賞与引当金 512,932 265,160

その他 1,287,330 1,858,416

流動負債合計 5,781,408 8,210,729

固定負債   

長期借入金 1,558,700 955,800

退職給付引当金 51,042 52,223

その他 798,622 620,983

固定負債合計 2,408,364 1,629,006

負債合計 8,189,773 9,839,735

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,737,467 3,737,467

資本剰余金 3,921,233 3,921,080

利益剰余金 3,524,322 3,218,835

自己株式 △108,722 △89,034

株主資本合計 11,074,301 10,788,349

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 83,907 43,502

土地再評価差額金 △264,016 △21,804

評価・換算差額等合計 △180,109 21,697

純資産合計 10,894,191 10,810,047

負債純資産合計 19,083,964 20,649,782
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（２）【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成21年４月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年４月30日) 

売上高 7,784,251 7,467,087

売上原価 4,361,722 4,126,337

売上総利益 3,422,529 3,340,749

販売費及び一般管理費 ※  3,043,277 ※  2,938,031

営業利益 379,252 402,718

営業外収益   

受取利息 3,266 1,653

受取配当金 1,202 733

受取賃貸料 3,558 3,451

その他 7,863 17,419

営業外収益合計 15,890 23,258

営業外費用   

支払利息 7,388 15,049

休止固定資産維持費用 － 8,327

賃貸費用 2,414 2,328

その他 807 676

営業外費用合計 10,610 26,382

経常利益 384,531 399,594

特別利益   

投資有価証券売却益 － 3,773

貸倒引当金戻入額 10,659 12,594

特別利益合計 10,659 16,368

特別損失   

固定資産除売却損 4,451 17,783

特別損失合計 4,451 17,783

税引前四半期純利益 390,739 398,178

法人税、住民税及び事業税 357,253 335,075

法人税等調整額 △177,114 △145,527

法人税等合計 180,138 189,548

四半期純利益 210,600 208,630
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成21年４月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年２月１日 
 至 平成22年４月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 390,739 398,178

減価償却費 169,633 233,381

賞与引当金の増減額（△は減少） 328,816 247,772

退職給付引当金の増減額（△は減少） 669 △1,181

前払年金費用の増減額（△は増加） 97,737 89,224

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10,400 △36,100

支払利息 7,388 15,049

受取利息及び受取配当金 △4,469 △2,387

投資有価証券売却損益（△は益） － △3,773

固定資産除売却損益（△は益） 4,451 17,783

売上債権の増減額（△は増加） 2,708,052 2,945,533

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,335,693 1,395,371

仕入債務の増減額（△は減少） △1,191,824 △1,245,393

その他 △209,079 △66,540

小計 3,627,409 3,986,919

利息及び配当金の受取額 1,798 1,744

利息の支払額 △7,569 △15,441

法人税等の支払額 △289,312 △41,278

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,332,325 3,931,943

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △300,000 △700,000

有価証券の取得による支出 △2,044,979 △301,224

有形及び無形固定資産の取得による支出 △151,392 △796,104

有形及び無形固定資産の売却による収入 － 464,181

投資有価証券の取得による支出 △1,051 △5,951

投資有価証券の売却による収入 － 11,645

その他 3,019 7,333

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,494,404 △1,320,120

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △1,200,000

長期借入れによる収入 － 670,000

リース債務の返済による支出 － △9,150

配当金の支払額 △181,174 △122,662

その他 △2,732 △19,535

財務活動によるキャッシュ・フロー △183,906 △681,347

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 654,013 1,930,475

現金及び現金同等物の期首残高 682,641 628,124

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,336,655 ※  2,558,600
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当第１四半期会計期間(自 平成22年２月１日 至 平成22年４月30日) 

該当事項はありません。     

  

当第１四半期会計期間(自 平成22年２月１日 至 平成22年４月30日) 

重要な該当事項はありません。  

  

当第１四半期会計期間(自 平成22年２月１日 至 平成22年４月30日) 

該当事項はありません。   

  

  

  

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

【簡便な会計処理】

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末 
（平成22年４月30日）  

前事業年度末 
（平成22年１月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額 

千円 10,271,861

※ 有形固定資産の減価償却累計額 

千円 11,245,080

（四半期損益計算書関係）

 前第１四半期累計期間 
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年４月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年４月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給料手当、賞与  1,295,470 千円

賞与引当金繰入額  205,141   

退職給付費用  93,516   

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

給料手当、賞与  1,232,096 千円

賞与引当金繰入額  156,700   

退職給付費用  100,162   

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間 
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年４月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年４月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年４月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定  946,107

有価証券  2,767,771

計      3,713,879

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △300,000

満期または、償還日までの期限が 

３ヶ月を超える有価証券      
 △2,077,224

現金及び現金同等物  1,336,655

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年４月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定  1,858,997

有価証券    1,700,422

計      3,559,420

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △700,000

満期または、償還日までの期限が 

３ヶ月を超える有価証券      
 △300,820

現金及び現金同等物  2,558,600
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当第１四半期会計期間末（平成22年４月30日）及び当第１四半期累計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22

年４月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

  

当第１四半期会計期間末（平成22年４月30日） 

 事業の運営において重要なものであり、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められるものはな

いため、記載を省略しております。 

   

当第１四半期会計期間末（平成22年４月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

    

前第１四半期会計期間(自 平成21年２月１日 至 平成21年４月30日)及び当第１四半期会計期間(自 平成22

年２月１日 至 平成22年４月30日) 

該当事項はありません。 

  

当第１四半期会計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22年４月30日） 

該当事項はありません。  

（株主資本等関係）

普通株式  36,692,267株

普通株式  418,776株

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
 配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年４月23日 

定時株主総会 
普通株式 145,355千円   4円 

平成22年 

１月31日 

平成22年 

４月26日 
利益剰余金 

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額 

 （注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

当第１四半期会計期間（自 平成22年２月１日 至 平成22年４月30日） 

リース取引開始日が、平成21年１月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期会計期間におけるリース取引残高は前事業年

度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

（１株当たり情報）

当第１四半期会計期間末 
（平成22年４月30日） 

前事業年度末 
（平成22年１月31日） 

１株当たり純資産額 300.33 円 １株当たり純資産額 297.48 円

前第１四半期累計期間 
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年４月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年４月30日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 5.79 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 5.75 円

  
前第１四半期累計期間

（自 平成21年２月１日 
至 平成21年４月30日） 

当第１四半期累計期間
（自 平成22年２月１日 
至 平成22年４月30日） 

四半期純利益（千円）  210,600  208,630

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  210,600  208,630

期中平均株式数（株）  36,346,586  36,307,621

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

 平成21年６月５日

モロゾフ株式会社 

 取締役会 御中 

  監査法人ト ー マ ツ  

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 片 岡  茂 彦   印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 伊 東  昌 一   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているモロゾフ株

式会社の平成２１年２月１日から平成２２年１月３１日までの第８０期事業年度の第１四半期累計期間（平成２１年２

月１日から平成２１年４月３０日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び

四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、モロゾフ株式会社の平成２１年４月３０日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

 平成22年６月７日

モロゾフ株式会社 

 取締役会 御中 

  有限責任監査法人ト ー マ ツ  

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士 片 岡 茂 彦   印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士 伊 東 昌 一   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているモロゾフ株

式会社の平成２２年２月１日から平成２３年１月３１日までの第８１期事業年度の第１四半期会計期間（平成２２年２

月１日から平成２２年４月３０日）及び第１四半期累計期間（平成２２年２月１日から平成２２年４月３０日まで）に

係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、モロゾフ株式会社の平成２２年４月３０日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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